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第５回WGにおいて構成員から頂戴したご意見 1

対面における電子的な確認方法
• マイナンバーカードに係る機能のスマートフォンへの搭載の仕組み（カード代替電磁的記録）の活用を
進めるべき（辻構成員、山根構成員ほか）

• 対面におけるICチップの読み取りによる確認方法の導入に当たっては、単にICチップを読み取ることを要
件とするのではなく、セキュアなICチップに格納された本人特定事項を券面情報等と照合するなど、セ
キュリティの確保されたICチップの中の情報を確認する方法とすべき（辻構成員、山根構成員ほか）

非電子的な確認方法の在り方
• 何らかのやむを得ない理由により、ICチップ付き本人確認書類を所持できない場合など、代替手段とし
て非電子的な確認方法を認めることは考えられる（鎮目構成員ほか）

• 非電子的な確認方法は、あくまで例外的な確認方法とし、やむを得ない場合に限り、補充的に利用で
きることとすべきではないか（鎮目構成員、星構成員、山根構成員、大谷構成員ほか）

• 非電子的な確認方法の検討に当たっては、電子的な確認方法と比較して悪用リスクが高くならないよ
う、検証を行う必要がある（中原構成員ほか）

他の事業者への依拠の在り方
• 他の事業者への依拠の検討に当たっては、当該事業者における身元確認レベルが一定以上（例えば、
公的個人認証等で確認済み）であることを確認できた場合に限り依拠を行うこととすべき（辻構成員、
大谷構成員、沢田構成員ほか）



携帯電話不正利用防止法の本人確認方法の見直しの方向性（案） 2

①自然人の本人確認方法

②法人の本人確認方法

④その他の見直し事項

• 非対面における券面を確認する方法（写し
の送付方式、eKYC厚み方式）の廃止

• 対面における電子的な確認方法（ICチップ
の読み取り等）の義務化（特定事項伝達
型本人限定受取郵便を含む）

• カード代替電磁的記録（マイナンバーカード
の機能のスマートフォンへの搭載）の活用に
よる確認方法の導入

• 例外的な確認方法としての非電子的な確
認方法の存置

• 登記情報提供サービスとの連携による確認
方法の導入

• 法人の契約担当者（代表者等）の本人
確認における電子証明書の導入

• 譲渡時・貸与時本人確認における同様の
見直し

• 電子的確認方法における確認記録への保
存の在り方の見直し

• 警察からの求めに基づく契約者確認方法の
見直し

• 犯罪収益移転防止法との整合性の確保

③過去の確認結果への依拠
• 公的個人認証で本人確認を実施済みの事
業者への依拠の導入

• 当人認証レベルの確保（多要素認証等）

• 継続的顧客管理による確認記録の更新
（住所変更の確認記録への反映等）

十分な準備期間を確保した上で省令改正の施行時期を決定する。



本人確認方法の見直し以外の留意事項 3

本人確認の意義に係る周知広報

• 携帯電話不正利用防止法の目的や、契約時の本人確認の意義・重要性について、
利用者に対する説明を行うとともに、周知広報を進めるべき。

※参考 携帯電話不正利用防止法 目的規定

（目的）

第一条 この法律は、携帯音声通信事業者による携帯音声通信役務の提供を内容とする契約の締結時等におけ

る本人確認に関する措置、通話可能端末設備等の譲渡等に関する措置等を定めることにより、携帯音声通信事

業者による契約者の管理体制の整備の促進及び携帯音声通信役務の不正な利用の防止を図ることを目的とする。

デジタルデバイド等への対応

• デジタル技術の活用が難しい高齢者等の利用者への対応や災害時（通信障害時）の対応として、
別の方法を準備するのではなく、デジタル化した方法に対応できるよう、サポートが必要ではないか。



身元確認レベル・当人認証レベル 4（参考）

※第４回WG 一般社団法人デジタルアイデンティティ推進コンソーシアム発表資料 抜粋



検討すべき論点（携帯法施行規則第１・３条関係） 5

自然人の本人確認方法（規則第３条第１項第１号）
【非対面】
• 写しの送付＋転送不要郵便方式の廃止（規則§3(1)①ヘ）
• eKYC厚み方式の廃止（規則§3(1)①ハ）
• 特定事項伝達型本人限定受取郵便（§3(1)①ト）における電子的な確認方法
【対面】
• 対面提示（規則§3(1)①イ）における電子的な確認方法の導入

 ICチップを読み取る方法（真贋判定機、券面事項表示ソフトウェア等）
 電子証明書を確認する方法
 スマートフォンに格納された本人確認情報（カード代替電磁的記録）を活用する方法

【非電子的方法】
• 対面における非電子的方法（代替手段）の在り方
• 原本送付＋転送不要郵便方式（規則§3(1)①ホ）の取扱い

用語（規則第１条）
• 電子署名、電子証明書の定義の在り方

（参考）



検討すべき論点（携帯法施行規則第３・４条関係） 6

法人の本人確認方法（規則第３条第１項第２号）
• 登記情報提供サービスとの連携による確認方法の導入

 （参考）犯罪収益移転防止法施行規則第６条第１項第３号ロ
ロ 当該法人の代表者等から当該顧客等の名称及び本店又は主たる事務所の所在地の申告を受け、
かつ、電気通信回線による登記情報の提供に関する法律（平成十一年法律第二百二十六号）第三条
第二項に規定する指定法人から登記情報（同法第二条第一項に規定する登記情報をいう。以下同じ。）
の送信を受ける方法（当該法人の代表者等（当該顧客等を代表する権限を有する役員として登記されて
いない法人の代表者等に限る。）と対面しないで当該申告を受けるときは、当該方法に加え、当該顧客
等の本店等に宛てて、取引関係文書を書留郵便等により、転送不要郵便物等として送付する方法）

• その他電子的な確認方法の検討（例：gBizID等）

その他の確認方法（規則第３条第２項～第５項）
• 既契約者と契約を締結する際の確認方法の在り方

 当人認証レベルの確保の在り方
 継続的顧客管理との連携（住所変更の確認記録への反映等）

代表者等の本人確認方法（規則第４条）
• 自然人の本人確認と同様の見直し
• 電子証明書を確認する方法の導入
• 既契約者（法人）と契約を締結する際の確認方法の在り方

（参考）



検討すべき論点（本人確認済みであることの確認） 7

他の事業者への依拠の在り方
• 引き落とし先の銀行の本人確認への依拠

• 決済手段のクレジットカードの本人確認への依拠

• 他の携帯音声通信事業者の本人確認への依拠

• MNPの際の転出元の本人確認との連携

• 身元確認レベル／当人認証レベルの確保の在り方

公的個人認証等で確認済みであることの確認
• 公的個人認証で本人確認を実施済みの事業者（PF事業者・SP事業者）への依拠

• 当人認証レベルの確保の在り方

（参考）



検討すべき論点（携帯法施行規則第５～２０条関係） 8

自然人の本人確認書類（規則第５条第１項第１号）
• ICチップの有無による本人確認書類の取扱い
• 写真のない本人確認書類の取扱い
• 原本送付方式に使用可能な本人確認書類の取扱い

本人確認記録（規則第８条）
• 継続的顧客管理との連携（住所変更の確認記録への反映等）

本人確認に用いた書類等の保存（規則第１０条）
• 電子的確認方法における保存の在り方

譲渡時本人確認の方法（規則第１１条）
• 役務提供契約締結時の確認方法と同様の見直し

契約者確認の方法（規則第１３・１４条）
• 電子的な確認方法の導入
• 遠隔地居住の際の確認方法の在り方

貸与時本人確認の方法（規則第１９・２０条）
• 役務提供契約締結時の確認方法と同様の見直し

（参考）






